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輪荷重疲労試験機の概要 

土木技術支援・人材育成センターが保有するゴムタイヤ式輪荷重疲労試験

機は日本国内に 3 台しか無く、最大荷重 250ｋN 速度 0～5km/h で連続して

実験を行うことが出来る。試験機桁高は 1.8ｍあり、床版下の作業空間が確保

されている。  

目的 

古い橋梁は現行基準と比較して床版厚が薄く耐荷性能が劣っており、また床版防水層の劣

化等により所定の耐荷力や耐久性が期待できない状況の発生が懸念されている。 

このため、床版の耐荷力向上や劣化損傷した床版の補修を可能とする防水性能を兼ね備え

た薄層増厚材による補強・補修工法を、戸田橋実験場の試験設備等を活用して検討する。 

施設の老朽化と東日本大震災の影響により、平成 29 年度に実験棟建屋の新築と合わせて

試験機の改造をおこなった。この結果、試験体下での作業など柔軟な対応が可能になった。 

橋の長寿命化に資する試験設備（戸田橋実験場） 

新・疲労実験棟内部 

輪荷重疲労試験機 輪荷重疲労試験機 

新・疲労実験棟外観 



【永代橋　開通式】

　 　

【中央大橋　開通式】

　　　　　
　　　　

アーカイブ資料から

［平成５年８月撮影］

［大正１５年１２月撮影］ ［令和４年７月撮影］

［令和４年７月撮影］

※国土地理院ウェブサイトデータを基に東京都が作成

永代橋

中央大橋
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Ⅰ センターの概要 

１ 事業の概要 

１ 概  要 

東京都土木技術支援・人材育成センターは、大正１１年に東京市道路局試験所として発足以来、東

京都土木技術研究所を経て、長年にわたり培ってきた調査・研究の実績を引き継ぎ、平成２１年４月

に東京都における土木技術支援及び人材育成を担う組織として設置され、令和４年 4月に設立 100周

年を迎えた。 

新組織としてスタートしたセンターは、政策策定から工事現場に至るまでの様々な段階で生じる課

題や問題点に対して、蓄積してきた技術や知見を活かして現場をサポートする「技術支援」を基幹業

務のひとつとして継続的に取組んでいる。そのために必要な「調査・開発」、「技術情報の蓄積・提

供｣、「土木技術情報ライブラリー」などについても継続的に取組みを行っている。 

もうひとつの基幹業務である、技術職員の技術力の維持向上を図るための「人材育成」として、「技

術研修」と「技術継承」に取組んでいる。 

これら二つの基幹業務を円滑かつ確実に実施することで、建設局事業の推進に貢献している。 

 

２ 役  割 

  建設局ならびに各局、区市町村の施策や事業を支えるとともに、技術職員の技術力の維持向上を

図るために、「技術支援」と「人材育成」を基幹業務として推進している。 

(1) 技術支援 

建設局では、都民の安全で快適な生活や都市活動を支える道路、河川、公園などの都市インフラ

の整備と維持管理を担っているが、計画から設計、施工、維持管理までの各段階において様々な技

術的課題や問題に直面している。また、都民への説明や様々なご意見ご要望への対応にあたり、技

術的裏付けが必要とされたり、自然災害や大事故などの発生時における、都民の安全や利便を確保

するために緊急な対応が求められることもある。 

センターは、各建設事務所、都庁各局及び区市町村等からの支援要請に対し、調査・開発等で得

られた知見、これまで蓄積してきた技術とノウハウや保有する技術情報をもとに、積極的な技術支

援を行っている。 

 

(2) 人材育成 

 都の技術力を担う人材の育成に向け、技術研修と技術継承に関する取組を行っている。 

  技術研修では、業務及び職級に応じて構成した６つのコースの研修を実施し、局事業に即した能力

開発や実務的な技術力向上を図っている。 

なお、昨今の新型コロナウイルス感染症対策の一環として、集合研修だけでなくオンライン研修も

取り入れて実施している。 

技術継承では、「構造物モデル」の活用や「建設技術マイスター制度」の運用などを通して、技術

力の維持向上を図るとともに、これまで培ってきた知識や技術ノウハウを次世代へ継承していく取組

みを行っている。 

 



 

３ 取  組 

「技術支援」と「人材育成」のための６つの取組 

(1）「現場の技術支援」 

現場を直接サポートし、現場状況に応じて適切な課題解決を提案 

(2）「調査・開発」 

  建設局の政策実現に向け、計画的・継続的な調査開発を実施 

(3）「技術情報の蓄積・提供」   

設計、施工に必要な技術情報を収集し、蓄積したデータは広く公表 

(4）「土木技術情報ライブラリー」 

過去の貴重な資料等を収集・整理し、イベントなどを通して土木技術をＰＲ 

(5)「技術研修」  

都政を担う技術職員の技術力の維持・向上を図る 

(6)「技術継承」 

ベテラン技術者がもつ、現場経験に基づいたノウハウを次世代に引き継ぐ 

 

 



２ 沿  革 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大正11年
(1922)

東京市
道路局試験所

大正11年(1922) 4月4日、「東京市道路局試験所」として麹町区有楽町の東京市衛生試
験所構内（現在、丸の内3丁目）に所長以下28名で発足
大正11年(1922) 10月、新大橋際（現在の江東区）の水道課出張所の一部に新大橋分
室を設置

12年
(1923)

関東大震災 大正12年(1923)9月1日の関東大震災で新大橋分室焼失

13年
(1924)

庁舎移転
大正13年6月23日、芝区新芝町12番地（現在の港区芝浦3丁目、札の辻橋際）に庁舎を
新築 し移転

15年
(1926)

東京市土木局
道路課試験所

大正15年(1926)12月6日、東京市の組織改正に伴い、「東京市土木局道路課試験所」に
改称

昭和3年
(1928)

瀝青乳剤製造 昭和3年、瀝青（アスファルト）乳剤の製造開始

4年
(1929)

特許取得
昭和4年(1929）年2月26日、道路撒布用瀝青乳剤の製造方法の特許第80698号と特許
第80699号を取得
同年、瀝青（アスファルト）乳剤製造工場設置

7年
(1932)

東京市土木局
土木試験所

昭和7年(1932)10月1日、東京市の市域拡張による土木局の機構改革により、「東京市土
木局土木試験所」に改称、工事材料の検収試験を財務局経理課技術試験所に移管

13年
(1938)

瀝青乳剤製造移
管

昭和13年(1937)3月末、瀝青（アスファルト）乳剤の製造を西新井瀝青混合所に移管

15年
(1940)

地盤沈下調査業
務引継

東京帝国大学地震研究所から土木局道路建設課に移管していた地盤沈下調査業務を
昭和15年度に当所が引き継ぐ

17年
(1942)

東京市
土木技術研究所

昭和17年(1942) 5月14日、東京市土木局の機構改革に伴い「東京市土木技術研究所」
に改称し、調査掛と研究掛を置く

18年
(1943)

渋谷分室
東京都土木技術
研究所

昭和18年(1943) 4月1日、東京市経理局用品課技術試験所を吸収合併し、渋谷分室と
なる
昭和18年(1943) 7月1日、東京都制の施行に伴い、「東京都土木技術研究所」と改称し、
「掛」を「係」に改め、研究係と調査係を置く

20年
(1945)

（廃止）
東京都土木技術
研究所

昭和20年（1945）3月9日深夜～10日の空襲で地盤沈下観測所が焼失（日比谷公園の観
測所のみ残存）
昭和20年（1945）3月31日をもって「東京都土木技術研究所」が廃止
昭和20年（1945）5月25日深夜～26日の空襲で芝浦の本庁舎と渋谷分室が焼失

昭和23年
(1948)

（再発足）
東京都土木技術
研究所

昭和23年(1948)11月11日、港区芝高浜町10番地（現港区港南一丁目1番18号）に「東京
都土木技術研究所」が再発足

27年
(1952)

機構改革
機械整備課

昭和27年（1953）11月1日の機構改革により、建設局総務課芝浦機械修理工場及び整
備工事課機械整備所を吸収合併し、土木技術研究所機械整備課を設置

34年
(1959)

地質係
無機材料第一係
無機材料第二係

昭和34年（1959）4月15日、調査課に地質係設置、無機材料係が無機材料第一係と第
二係に分離し、庶務課（庶務係、経理係）、調査課（技術係、地盤沈下調査係）、研究課
（無機材料第一係、第二係、有機材料係）、機械整備課（業務係、整備係）の4課9係に
なる

36年
(1961)

戸田橋地盤沈下
観測所設置

昭和36年（1961）6月、板橋区船渡町（現　船渡4－14－12）に地盤沈下観測井第1観測
所(深さ290m）を設置、昭和36年（1961）10月、第4観測所(深さ27m）、第2観測所（113m）
を設置

37年
(1962)

戸田橋実験場 昭和37年（1962）12月、試験舗装用のコンクリート製テストピットを設置

39年
(1964)

機構改革
部・室制

昭和39年（1964）8月1日、機構改革により機械整備課を分離、研究部門が部・研究室制
となり、庶務課（庶務係、経理係）、技術部（道路構造研究室、舗装研究室、河川研究
室）、地象部（地盤沈下研究室、測地研究室、地質研究室）、材料部（材料研究室、コン
クリート研究室、アスファルト研究室）の１課･3部･2係・9研究室を置く

40年
(1965)

戸田橋分室
（舗装研究室）

昭和40年（1965）9月、地盤沈下観測用庁舎の一部を舗装室内実験室に改造して戸田
橋分室として舗装研究室が常駐

42年
(1967)

両国分室
防災研究室
タール研究室

昭和42年（1967）4月、千歳町分室の測量研究室と芝浦庁舎の地盤沈下研究室が合流
して両国分室に移転
昭和42年（1967）7月、地象部に防災研究室、材料部にタール研究室を設置、1課・3部・
2係・11研究室となる



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和49年
(1974)

研究室制廃止
昭和49年（1974）7月1日、研究組織の変更により研究室を廃止、各研究室には研究課
題に応じて主任研究員を置く。また、所長による特命課題を研究するための副参事研究
員を置く。2課・3部・1副参事研究員・2係５主査･11主任研究員となる

52年
(1977)

建試協
昭和52年（1977）2月2日～3日、地方公共団体建設技術試験研究機関連絡協議会（略
称、建試協）設立総会開催

54年
(1979)

土研情報 昭和54年（1979）4月28日、けんせつ局報に土研情報を掲載開始

56年
(1981)

研修課移転 昭和56年（1981）4月、研修課が建設局職員研修所（新宿区大久保3－10－1）に移転

58年
(1983)

戸田橋分室移転 昭和58年（1983）5月、戸田橋分室の舗装研究室が芝浦庁舎に移転

60年
(1985)

公共基準点 昭和60年(1985)4月、東京都公共基準点整備事業の開始

61年
(1986)

両国分室移転

研修課廃止
材料部廃止

昭和61年(1986)2月、両国分室（地盤沈下研究室、測地研究室）が芝浦庁舎の隣接地に
移転
昭和61年(1986)3月31日をもって研修課が廃止
昭和61年(1986)8月31日をもって材料部が廃止、材料部で行っていた土木材料試験業
務は東京都駐車場公社土木材料試験センターに移管

平成3年
(1991)

庁舎移転
芝浦庁舎の敷地が下水道局芝浦処分場の拡張用地になったため、平成3年(1991)7月1
日、庁舎を港区港南から江東区新砂一丁目9番15号に移転

6年
(1994)

施工管理研究 平成6年(1994)、施工管理研究を新設

8年
(1996)

構造研究
内部評価制度

平成8年(1996)、構造研究を新設
平成8年(1996)10月、建設局調査研究評価委員会が設置され、調査研究課題の内部評
価制度を設ける

11年
(1999)

外部評価制度
外部の専門家、有識者、都民委員等からなる「土木技術研究所評価委員会」を設置し、
平成11年（1999）9月16日、第1回評価委員会を開催

12年
(2000)

LAN
平成12年（2000）8月に所内にIT委員会を設置し、同年12月から所内にLAN（ローカル
エリアネットワーク）立上げ

13年
(2001)

ホームページ 平成13年（2001）5月、東京都土木技術研究所のホームページを開設

14年
(2002)

グループ制

平成14年(2002)4月から研究組織をグループ制とし、道路環境グループ（道路、舗装、化
学）、河川環境グループ（河川、緑化）、材料施工グループ（材料、施工管理）、地盤環
境（地盤環境、地質地下水、地盤情報）測地グループ（水準、公共基準）、地震防災グ
ループ（防災、構造）になる

16年
(2004)

土研ニュースレ
ター

平成16年4月6日、「土研ニュースレター」の発行を開始

17年
(2005)

廃止方針 平成17年(2005)5月、土木技術研究所廃止の方針が出される

18年
(2006)

東京都土木技術
センター

「東京都土木技術研究所」が廃止され、平成18年（2006）4月1日、「東京都土木技術セン
ター」が技術支援課と技術調査課の2課・8係・4担当体制で発足
平成18年（2006）8月22日、「センターニュースレター」の発行を開始

19年
(2007)

アーカイブス担
当廃止

平成19年（2007）3月31日をもって技術支援課アーカイブス担当が廃止

20年
(2008)

技術調査課廃止
平成20年（2008）3月31日をもって技術調査課が廃止、1課・5係・5担当になる
平成20年（2008）6月26日、「土木技術センターニュース」の発行を開始

21年
(2009)

東京都土木技術
支援・人材育成
センター

平成21年（2009）4月1日、土木技術支援・人材育成センターに改称、人材育成係新設、
１課・6係・5担当になる
平成21年（2009）7月10日、「センター技術ニュース」の発行を開始

22年
(2010)

技術研修担当 平成22年（2010）4月1日、技術研修担当を新設、１課・6係・6担当になる

25年
(2013)

液状化予測図
HP公開

平成25年（2013）3月、液状化予測図（平成24年度改定版）作成、関係機関に配布、セン
ターホームページ上でも公開

26年
(2014)

東京の地盤（GIS
版）HP公開

平成26年（2014）4月、センターホームページで東京の地盤（GIS版）を公開

30年
(2018)

戸田橋実験場改
修

平成30年（2018）3月、戸田橋実験場の全面改修を行い、新実験棟の運用を開始

令和4年
(2022)

液状化予測図と
東京の地盤HP
創立100周年

令和4年(2022)3月、ホームページの東京の液状化予測図 （令和3年度改訂版）と東京の
地盤（改訂GIS版）を改訂
令和4年(2022)4月4日、創立100周年を迎える



所　 長

技術支援課長

技術情報担当

新技術情報担当

材料施工に係る技術支援、防水性能を有した薄層増厚工法による
床版補修工法の開発等の材料施工に関する調査・開発、新技術評
価委員及び材料施工に係る委員会等、技術提案型総合評価検討部
会及び戸田橋実験場に関すること

技術支援担当

技術支援情報の発信・蓄積及び保管、土木技術情報ライブラリ
－、土木学会・首都大学東京との連携、及び広報活動に関するこ
と

公共基準点及び水準基標の整備・維持管理・占用申請、公共基準
点・水準測量及び測量全般に係わる技術支援、公共基準点（１
級）・水準測量成果・デ－タの提供、地下水・地盤沈下の観測及
びデ－タベ－ス化等に関すること

地下水・
基準点情報担当

材料施工担当

新技術評価選定及び活用支援、工事用材料の調査、東京都技術情
報連絡会及び地方公共団体建設技術試験研究機関連絡協議会に関
すること

技術支援の総合調整・進行管理、進行管理及び企画運営会議、関
係部署との調査・開発調整会議、事業計画の策定、年報の編集、
土木材料仕様書の改定、センターニュース及び発表会に関するこ
と

３　組織及び分掌事務

管理担当

人材育成担当 技術職員の人材育成、マイスター制度の運用、構造物モデル及び
工事監督補助業務に関する技術者等認定に関すること

経理担当

技術研修担当

人事･服務、給与･福利厚生、健康管理、広報・広聴、文書、財
産・庁舎管理、被服・保護具、防災関係及び他の担当に属さない
こと

予算・決算、歳入・歳出、工事請負・委託及び物品契約、指名選
定委員会事務、物品管理、現金・金券類出納簿、特別出納員事
務、監査・検査及び自己点検に関すること

土木技術研修の企画・調整・実施及び監督に関すること

地盤地質に係る技術支援、河川別地盤・地質断面図の作成及び
データベース化、地盤情報システムの充実と活用及び新地盤情報
システムの構築、液状化予測システムの更新、東京の地盤（ＧＩ
Ｓ版）の運用支援及び地盤地質等学会の委員等に関すること

河川・緑化に係る技術支援、局技術研修等講師、河川・緑化に係
る委員会等、河川工事等に伴う中小河川流域の地下水状況の把握
及び河川における水質浄化の抜本的な対策等に関すること

道路環境支援担当 道路環境に関わる技術支援及び委員会、路面温度上昇抑制機能の
ある舗装及び騒音低減機能を有する道路舗装やCO2排出抑制効果を
有するアスファルト混合物に関する調査･開発、道路舗装に関わる
研修講師、誘導シートのすべり対策調査に関すること

地盤・地質担当

河川・緑化
支援担当



2 4 21 27 11 38

　課長代理（管理担当） 1

　課長代理（経理担当） 1

　課長代理（人材育成担当） 1

　課長代理（技術研修担当） 1

　課長代理（技術情報担当） 1

　課長代理（新技術情報担当） 1

　課長代理（地下水・基準点
　　　　　　　　　　　　　情報担当）

1

　課長代理（技術支援担当） 1

　課長代理（材料施工担当） 1

　課長代理（河川･緑化支援担当） 1

　課長代理（道路環境支援担当） 1

　課長代理（地盤・地質担当） 1

　課長代理（課務担当） 1

　主任級以下 2 10   

会計年
度任用
職員事務

課 担当名

管理職 一般職員

合計 総計 備考

（令和４年５月１日現在）

※課長代理は課の内数である。

　技術支援課

４　職員配置表

土木事務 土木



５　予算及び決算
（単位：千円）

令和４年度予算額 令和３年度予算額 令和３年度決算額

303,000 294,000 238,275

35,428 35,103 28,234

239,296 226,315 185,745

7,831 4,421 1,161

52,484 33,019 29,385

10,567 12,429 6,178

78,097 77,323 73,844

42,054 41,711 37,588

48,263 57,412 37,589

4,439 4,114 3,044

23,837 28,468 21,252

239,507 228,140 122,150

239,507 209,000 104,289

134,095 107,000 35,602

17,012 13,600 12,595

88,400 88,400 56,092

0 19,140 17,861

19,140 17,861

0 0 0

542,507 522,140 360,425

備考  調査開発にかかる委託料の予算額は、年度当初の予定額で計上

合計

建設局（各部より配付）

道路管理部

公園緑地部

河川部

他 局

総務局執行委任

都市整備局執行委任

道路建設部

調査開発等に要する予算

区        　　　分

土木技術支援・人材育成センター費

技術支援

技術情報

アーカイブス

地下水

地盤情報

水準測量

公共基準点測量

液状化対策

新技術評価

土木技術研修





Ⅱ 業務の内容 

１ 現場の技術支援 

センターは、事業実施部署が計画、設計、施工、施設の維持管理までの各段階で直面する技

術上の課題に対し、直接サポートして解決策を見出す技術支援を業務の柱のひとつとしており、

現場と直結した技術支援組織として、事業実施部署の円滑、かつ確実な事業執行を支えている。 

 技術支援を行う対象は、建設局内のみならず都庁内の各局はもとより、国、区市町村等にお

よび、土木技術に関する相談、技術支援の要請に応えてきている。 

土木行政における技術支援にあたっては、効率的かつ迅速に支援の成果を出すことを常に意

識しつつ、センター自らの課題解決能力を高めていく。 

 

(1) 重要な技術支援の取組 

 センターに要請された技術支援の中から、①局内外の主要事業、②技術的に困難な事業、③

技術支援が長期にわたる事業、④社会的に影響が大きな事業について、特に重要な技術支援と

して選定し、より円滑かつ適切な支援が行えるよう取り組んでいる。 

・西武新宿線連続立体交差事業シールドトンネル技術検討委員会への参加 

・井の頭池流出量モニタリングの実施 

・谷沢川分水路の整備・運用に係る検討委員会への参加 

・地下水対策検討委員会への参加 

・東京都地域危険度測定調査に関する技術支援 

・関東地区地盤沈下調査測量協議会への参加 など 

 

(2) 技術支援の事例 

〔井の頭池の流出量の調査〕 

井の頭池の水量・水質管理に資するため、神田川への流出量の連続計測や井の頭池周辺の地下

水位の計測を実施している。 

 

＜水位、流速の計測＞ 

   

 



２ 事業計画に基づく調査・開発 

建設局では、災害に強く、快適で利便性の高い都市を目指し、都市の動脈である幹線道

路をはじめ、人に優しい歩行空間、水害から都市を守る河川、潤いや安らぎを創出すると

ともに防災機能を備えた公園など、都市基盤の整備を推進している。 

センターでは、これらの施策実現に向けた課題解決を目的として、今年度は２７のテー

マを設定して、計画的・継続的に調査・開発に取り組んでいる。 

 

  （１） 調査・開発テーマ一覧 

道管１ 騒音低減性能をもつ舗装の性能維持向上のための調査開発 

 優れた騒音低減性能をもつ二層式低騒音舗装の各種性能向上を図る。 

・騒音低減機能の持続性確認 

・耐久性、騒音低減性能の向上策の検討 

・維持修繕方法についての検討 

道管２ 騒音低減性能をもつ舗装の騒音評価方法の検討【新規】 

 現行の舗装路面騒音測定車にかわる騒音の評価方法について調査、検討

する。 

・現行の騒音評価方法の調査 

・代替方法の調査 

・今後の騒音低減効果のモニタリングに関する運用方法の検討 

道管３ 路面温度上昇抑制車道舗装の供用中の性能の持続性調査 

 車道舗装性能の継続調査を行い、維持管理・更新を行う上での基礎デー

タを取得する。 

あわせて遮熱性舗装について、すべり抵抗性について継続調査を実施す

る。 

道管４ 中温化技術を活用した舗装の品質検証【新規】〈P15 概要〉 

 新材を用いた低炭素（中温化）アスファルト舗装の実道における運用方

法や耐久性について検証を行い、実用化を図る 

・試験施工の実施個所における中温化技術を活用した舗装材料の評価

（性能、耐久性、コスト等を評価） 

・中温化技術を活用した混合物の性能指標や、性能を確認するための

試験方法、運用方法などの検討 



道管５ 中温化技術を活用した舗装の技術調査【新規】〈P15 概要〉 

 

再生材を用いた低炭素（中温化）アスファルト舗装の性能評価手法を確

立するとともに、実道に適用した場合の運用方法や耐久性について検証を

行い、実用化を図る 

・再生材を用いた低炭素（中温化）アスファルト舗装を評価（性能、耐

久性、コスト等を評価）  

・中温化技術を活用した再生材混合物の品質検証 

・中温化技術を活用した再生材混合物の性能指標や、性能を確認するた

めの試験方法、運用方法などの検討 

 

道管６ 舗装管理手法の調査・検討 

 

舗装点検要領や ICT を活用した先進的技術動向を踏まえた形での舗装

管理マニュアル（案）の見直しに向け技術的支援を実施する。 

 

道管７ 舗装用アスファルトの品質検証に関する調査 

 再生アスファルト混合物には、繰返し再生しても所定の性能と供用寿命

の確保が求められため、劣化の進行が緩やかと考えられる高針入度アスフ

ァルトの利用促進を図り、より供用寿命の長い再生技術を確立する。 

・試験施工箇所の路面性状等を追跡調査 

・調査結果の整理 

 

道管８ 耐久性の高い舗装の技術調査 

 近年、舗装混合物の技術の進歩により、高耐流動性のアスファルト混合

物が各種開発されている。 

これらの基準化を図るとともに、従来から用いられてきた半たわみ性混

合物との比較を行い、調査、検討する。 

・ホイールトラッキング試験の代替として、高耐流動性混合物の評価方

法の検討 

・高耐流動性混合物の基準値の検討 

・半たわみ性混合物の技術整理（ポーラスアスコン母体への適用など） 

・混合物の基準化案策定（試験方法と基準値案策定） 

 

 



道管９ 誘導シートのすべり対策 

 

 

 

 

視覚障がい者誘導用点字シート（誘導シート）のすべり抵抗が一部低下

している状況が確認されたことから、歩道部の安全性確保のため対策方法

を検討する。 

・誘導シートのすべり抵抗が評価可能な方法を検討 

・現道での対策工法を検討し、持続性について調査 

 

道管１０ 無電柱化の技術に関する検討 

 

電線共同溝の整備には、多額の費用が掛かることから、無電柱化が進ま

ない要因の一つとなっている。 

このため、無電柱化推進条例に基づく新たな無電柱化推進に向けて、電

線共同溝のコンパクト化及びコスト縮減等の可能性やそのための技術的課

題について調査、検討する。 

道管１１ 防水性能を有した薄層増厚工法による床版補修工法の開発 

 古い橋梁は現行基準と比較して床版厚が薄く耐荷性能が劣っており、

また床版防水層の劣化等により所定の耐荷力や耐久性が期待できない状

況が発生している。 

また、「鋼板接着補強ＲＣ床板の再損傷の点検手法と再補強技術開発」

の調査開発成果により、雨水浸透した床版の耐久性は極めて低下するこ

とが分かっていることから、床版防水性能の向上を合わせ持つ補修・補

強技術を開発する。 

道建１ 雨水浸透型の植樹帯の調査・検討                                 

 緑の創出・保全や、水害に対する安全性に寄与する雨水浸透型植樹帯の

実現に向けて、試験施工およびモニタリング調査を行い、構造基準を制定

する。 

・モニタリング調査を継続し、植樹帯としての機能を確認 

・試験施工結果等をもとに基準化に向けた検討 

河川１ 都市河川の降雨量、水位、流量観測調査                          〈P16 概要〉 

 中小河川の洪水対策や良好な河川環境創出をすすめるため、中小河川

のハード・ソフト対策に必要とされるデータを得る。 

・中小河川において洪水時等の流量を観測 

・河川水位、降水量等のデータを収集 

・上記データを用いて、降雨特性、水理特性、降雨流出特性等の分析 

 



河川２ 河川工事等に伴う中小河川流域の地下水状況の把握                〈P17 概要〉 

 近年、都内の河川では、治水機能に加えて親水機能の向上が求められ

ているが、武蔵野台地上の中小河川では、河川の水がなくなる「水涸れ」

現象がしばしば発生し、水量の確保が大きな課題になっていることから、

各種調査を行う。  

・(空堀川流域)水文環境の把握、観測井の設置、地下水面図観測井に

よる地下水位の長期観測とデータ蓄積、地下水面図の作成等 

・(野川流域)観測井による地下水位の長期連続観測の実施による、対

策と効果検討の支援。 

 

河川３ 河川構造物の長期変状調査 

 大規模河川構造物（対象：地下調節池及び分水路の計 20 施設）におけ

る、ひび割れ等の定点観測結果から、各年においての劣化進行状況を把

握するとともに、施設の寿命についての設定方法等を検討することによ

り河川の安全性確保と最適な予防保全型維持管理の計画策定に寄与す

る。 

 

河川４  河川構造物のＤＥＦ現象を考慮した長期耐久性の検証 

 DEF（Delayed Ettringite Formation）現象は、打ち込まれたコンクリ

ートの最高温度履歴、硫酸塩、水分供給の有無が影響するものであり、平

成 28 年度には、ひび割れ防止指標が制定された。 

平成 30 年度にＰＣａ製品及び大規模河川構造物（地下調節池）と同配合、

同温度履歴の供試体を作製し、今後 30 年間にわたり試験データを取得し、

実構造物に変状が発生した際の原因特定や対策方法の検討、また今後のひ

び割れ制御設計等に生かしていく。 

 

河川５  河川護岸工事による振動騒音と地盤変形対策に関する検討 

  区部における河川整備工事の地盤変形と家屋損害実績について、土質や

施工法などの影響を含めた統計的な分析を行い、家屋損害を最小限に抑え

る合理的な設計・施工計画の立案に寄与する検討を行う。 

 

河川６  河川別地盤・地質図の作成とデータベース化 

 センターが保有する地質データ等を活用し、都内の中小河川流域の地

盤・地質構造の全体像を把握することで、地下水調査などの各種調査の基

礎資料とする。 

 



共通１ 新技術の評価選定と活用支援 

 

民間等で開発された優れた新材料や新工法等の新技術情報を組織とし

て共有し、工事に積極的に活用することにより、コスト縮減等、効率的・

効果的な施工の実現を図ることを目的とし、新技術評価選定の制度を平成

10 年より運用している。引続き新技術評価選定会議の開催、登録技術の

活用支援のための情報提供を行っていく。 

 

共通２ 地下水位等の観測とデータベース化 

 「東京都地域防災計画」、「東京都公害防止計画」、環境確保条例等に基づ

き、地盤や地下水位の状況を調査している。 

調査は、都内 42 箇所における観測井の地盤や地下水位の変動状況に加

え、水準測量結果と合わせて地下水位及び地盤沈下の関係等を分析する。 

前年度の成果と地盤沈下等の経年変化をまとめ、報告書として公表す

る。 

 

 

共通３ 公共基準点及び水準点の整備と維持管理 

 測量法第 41 条第１項に基づく国土地理院長の審査・承認を受け、国 

土調査法第19条５項指定と同等の精度を有する公共基準点網を整備の

うえ、東京都公共基準点（１級基準点相当：令和元年度末で５７５地点）

として、維持・管理を継続的に行う。 

 ・東京都地域防災計画の規定に基づき、地盤沈下の動態を監視するた

め、１級水準測量を毎年実施し、関東地域の広域的な変動量を把握 

・東部低地帯などにおける護岸や水門施設等の水防及び維持管理に資

するため、河川堤防護岸高について定点での水準測量を毎年実施 

・総務局からの執行委任として、三宅島火山の動向調査に資するため、

１級水準測量を隔年で実施 

 



共通４  重要構造物の強震観測                                        〈P18 概要〉 

 地震時における橋梁・河川構造物等と地盤の動的性状を調査研究し、

これらの耐震性強化を図り、震災防止に資することを目的として、東京

都震災予防条例第 26 条(現在、震災対策条例第 12 条)に基づき、昭和 53

年から道路橋梁 12 地点、河川構造物 6地点、土木技術支援・人材育成セ

ンター1地点の計 19 地点（加速度計台 42台）で、強震計の観測業務を行

っている。 

 

共通５  地盤情報システムの充実と活用 

 公共事業をはじめとする建設工事などで実施された地盤・地質（ボー

リング）データの収集、蓄積、解析、提供を行い、建設、環境及び防災

行政に役立つ技術支援を行う。 

 

共通６  建設現場の生産性向上に資する技術調査 

 “i-Construction”の局事業への適用にあたり、都内特有の施工条件や規

模等を十分に配慮した実施要領や ICT 舗装工等の積算基準の整備を行って

きた。 

引続き国の動向を注視し、局の要領・基準類等の整備や局内各部署、業

界団体等と情報や課題を共有し、ニーズとシーズのマッチングを図ると共

に、局内への情報発信や技術研修等による ICT 教育を進める。 

 

 

共通７  東京の液状化予測図の更新                                   〈P19 概要〉 

 

公共事業のボーリングデータに加え民間から収集したボーリングデー

タ（約７万５千本）を活用し、約９年ぶりに液状化予測図（令和３年度改

訂版）を更新した。 

今後も継続的に収集される地盤データを活用し、適宜、予測図の更新を

図り、都民に対して最新の地盤情報を反映した液状化予測図を提供してい

く。 

 

 



道管４ 中温化技術を活用した舗装の品質検証 

道管５ 中温化技術を活用した舗装の技術調査 

１  調査開発の目的 

・ 地球温暖化抑止に資する舗装技術として、アスファルト混合物の製造温度を低下できる中温化技術が

あげられている。 

・ この中温化技術を適用した舗装の規格値や性能評価手法を確立するとともに、実道に適用した場合の

CO2排出抑制効果を確認し、現場適用が可能な環境整備を図ることを目的とする 

 

２  前年度までの成果 

①  CO2排出抑制機能を有する舗装技術として、東京都が実行可能なメニューを調査し、提案 

⇒・CO2排出抑制機能を有する舗装技術を調査し、実行可能なメニューとして中温化技術を活用した舗装 

や常温混合物、セメントコンクリート舗装などがあることを確認 

② CO2排出抑制機能のある舗装材料を評価（性能、耐久性、コスト等を評価） 

⇒・車道に適用可能な舗装技術のうち、特に中温化技術を有用と評価 

・室内における物性試験の結果から、概ね現時点における中温化技術は各種基準を満たしており、性状 

的に問題がないことを確認 

・現道において試験施工を実施（機械式フォームド方式、バージン合材）し、品質を検証 

③ 試験施工結果を踏まえ、実用化に向けて事前審査委員会へ付議 

⇒・中温化技術を活用した機械式フォームド方式のバージン合材を東京都土木材料仕様書に規定 

・アスファルト混合物事前審査委員会に承認申請実施 

 

３  令和４年度の実施計画 

① 再生材を用いた低炭素（中温化）アスファルト混合物の室内試験等の実施と検討 

・再生材を用いた低炭素（中温化）アスファルト混合物について、混合物種類、混合物温度ごとの物性 

値を調査 

・低炭素（中温化）アスファルト混合物の性能指標や、性能を確認するための試験方法、運用方法など 

を検討 

② 現道における試験施工の調査（追跡調査） 

・試験施工箇所における路面性状の追跡調査を実施 

 

４  令和４年度の成果・調査開発の最終成果予定 

(1) 令和４年度の成果 

・再生材を用いた低炭素（中温化）アスファルト混合物の技術検討結果のとりまとめ 

(2) 最終成果 

・東京都として実行可能なCO2排出抑制機能を有する舗装を提案 

・再生材を用いた低炭素（中温化）アスファルト混合物を使用した舗装の普及・展開に向けた技術のとり 

まとめ、基準化 

 

５  局事業への活用・効果 

・ 低炭素（中温化）アスファルト混合物を適用することにより、地球温暖化抑制に向けた低炭素社会の

実現に向けて貢献できる 



河川１ 都市河川の降雨量、水位、流量観測調査 

１ 調査開発の目的 

中小河川の洪水対策や良好な河川環境創出をすすめるには、各河川の水理的な特性や降雨流出

特性の把握が必要となる。本調査開発は流量・水位・雨量等のデータ収集・蓄積や各種河川特性

の解析によって、中小河川のハード・ソフト対策に必要とされるデータを得ることを目的とする。 

 

２ 前年度までの成果 

   流量観測調査の実施や計測機器の設置により、雨量・水位・流量等のデータ収集を行っている。

また、収集したデータをもとに、河川の水理特性や流出特性、降雨特性等の検討を行っている。 

 

３ 令和４年度の実施計画 

    石神井川や善福寺川等の中小河川において流量観測調査を実施すると共に、河川水位・雨量等

のデータ収集を行う。また、収集したデータをもとに、河川の水理特性や流出特性、降雨特性等

の検討を行う。 

 

４ 令和４年度の成果・調査開発の最終成果予定 

流量・水位・降水量等のデータの蓄積とともに、河川の各種特性の検討をすすめる。 

 

５ 局事業への活用・効果 

  蓄積しているデータは、中小河川の計画策定時や流域治水対策の検討時における降雨特性検討、

また調節池等の施設整備に際して水理特性検討等に用いられている。加えて、洪水予報等のソフ

ト対策においても活用されている。 

 

 

流量観測の状況 

 

低水流量観測（晴天時） 高水流量観測（雨天時） 



河川２ 河川工事等に伴う中小河川流域の地下水状況の把握 

１ 調査開発の目的 

(1) 近年、都内の河川では、治水機能に加えて親水機能の向上が求められている。その一方で、

空堀川や野川など武蔵野台地上の中小河川では、河川の水がなくなる「水涸れ」現象がしばし

ば発生し、水量の確保が大きな課題になっている。 

(2)  一般に河川は、流域の地下水と交流関係にあることから、河川整備事業の推進にあたっては、

流域の地下水の動向を把握することが必要である。河川部及び関係事務所からは、「水涸れ」対

策への技術的助言や情報提供が求められており、地下水の動向を把握する各種調査を実施し、

必要なデータを収集して地下水位と河川流量の関係把握につなげる。 

 

２ 前年度までの成果 

  前年度までは「河川の水量確保等に関する検討」として、空堀川及び野川において流域の地下

水の状況を把握するための各種調査を実施した。 

(1) 空堀川流域 

① 中流域では、北北建が新設した観測井について、設置位置・深度・ストレーナ位置の決定

など、観測井の施工方法に関する技術支援を行った。 

② 上流域で、観測井の整備と既存民間井戸を活用して、地下水位の連続観測と一斉測水等を

実施し、地下水面図などから、流域の浅層地下水の流れの特徴や空堀川河床との関係等を把

握できた。今後、上流域でさらに調査を進めることにより、浅層地下水の状況等を考慮した

河床整備工事を進める上で、水量確保策に活用できるデータの整備を進める。 

(2) 野川地域 

① 上流域では、野川流域連絡会において、長期観測の結果や最新の状況等を報告した。その

後、主要な観測井について連続観測を継続している。 

② 一部の区間では、通年で地下水位が河床より低いことを明らかにし、粘土張りの必要性の

検証および必要範囲等を提案した。 

③ 下流域では、河床掘削工事の進捗に合わせて、観測井の整備と地下水位の連続観測・一斉

測水を実施し、地下水面図等を作成した。 

④ 地下水位の長期観測を継続して水量確保策の検討や効果の検証に資するデータを蓄積する。 

 

３ 令和４年度の実施計画 

空掘川流域、野川流域において観測井による地下水位の観測を行う。 

 

４ 令和３年度の成果・調査開発の成果 

空堀川地域、野川流域において水量確保の対応策・方針等を検討するためのデータ蓄積を行っ

ている。 

 

５ 局事業への活用・効果 

(1) 中小河川流域の地下水に関する専門的助言及び調査結果等の情報提供により、「水涸れ」に対

応した河川整備とその維持管理に貢献できる。 

(2) 「水涸れ」を心配する住民等に対して、正確なデータと対応策の提示が可能となり、事業への

理解と円滑な事業執行が図れる。 



 
 

共通４ 重要構造物の強震観測 

１ 調査開発の目的 

建設局では、東京都震災予防条例第２６条(昭和４６年)(現在、震災対策条例第１２条(平成

１２年))に基づき、地震時における構造物（橋、堤防及び水門）と地盤の動的性状を調査研究

するために資料を収集し、土木構造物等の耐震性強化を図り、震災防止に資することを目的に、

昭和５０年から強震観測を行っている。観測当初は、各建設事務所が強震記録の回収と保守点

検を行っていたが、昭和５３年から当センターで一元管理している。 

 

２ 前年度までの成果 

(1) 強震記録の回収・解析 

(2) 強震計の保守点検 

(3) 強震記録のセンターＨＰ・年報への掲載 

(4) 強震観測事業推進連絡会議へのデータ提供 

(5) 震度の大きな地震での強震記録・解析結果の事業部（道路管理部・河川部）への報告（強

震速報） 

 

３ 令和４年度の実施計画 

(1) 強震計の保守点検 

(2) 強震記録の解析 

(3) 強震計の更新(計画・設計)に関する支援 

 

４ 成果・調査開発の最終成果予定 

(1) 令和３年度の成果 

強震計の保守点検とデータ回収・解析及び強震計の更新に係る支援 

(2) 最終成果 

強震計の確実な保守点検と強震記録の回収・管理及び強震記録の公表 

 

５ 局事業への活用・効果 

(1) 橋梁･河川構造物の耐震性評価のための基礎資料の提供 

(2) 橋梁･河川構造物の地震被災時における原因究明等に必要な基礎資料の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋脚の強震計（佃大橋）      地盤の強震計          強震計本体 

  フーリエ解析 



共通８ 東京の液状化予測図の更新 

１ 調査開発の目的 

東京都では、1987 年（昭和62 年）３月に「東京低地の液状化予測」を初刊し、その後も多摩

地域や港湾地域へ範囲を拡大しながら、液状化予測に関する情報の公開等に取り組んできた。令

和３年度、公共事業のボーリングデータに加え民間から収集したボーリングデータ（約７万５千

本）を活用し、約９年ぶりに液状化予測図を更新した。 

今後も適宜、液状化予測図の更新を図り、都民に対して最新の地盤情報を反映した液状化予測

図を提供していく。 

 

２ 調査開発の概要 

  継続的に公共および民間の地盤データを収集し、適宜、液状化予測図の更新を図り、都民に対

して最新の地盤情報を反映した液状化予測図を提供する。 

 

３ 令和４年度の実施計画 

(1)  地盤データの収集・整備 

(2)  今後の液状化予測図更新に係る準備および検証 

 

４ 成果・調査開発の最終成果予定 

継続的に収集されるボーリングデータを用いた液状化予測図の適宜更新及びＨＰ公開 

 

５ 局事業への活用・効果 

(1) 継続的に収集されるボーリングデータによる液状化予測図更新により最新の情報提供が可能 

(2) 都民に対して、よりきめ細かな情報提供により液状化対策に関する意識を啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災で発生した液状化の様子 液状化予測図（令和３年度改訂版） 



３ 技術情報の蓄積と提供 

センターにおいては、旧研究所時代から地盤情報、河川水位・流量や地下水位などの観測及び水準

測量や公共基準点の計測等を継続して行ってきており、得られた数値情報や解析結果などを多方面に

提供している。 

 

（１）地盤情報データの蓄積と提供 

地盤情報システムは、庁内各局をはじめとする建設事業などで実施された地盤・地質に関する調査

資料のデータベース化を行い、当センターの調査・開発に利用するとともに、都の建設・防災・環境

行政等における地盤情報の迅速な提供を目的として構築されている。このシステムでは、地形、地質、

土質等の地盤に関連する情報の収集、管理、検索、図化、解析、情報提供まで一貫した運用・維持管

理を行っている。 

最近１０年の情報提供は年間約１５０件であり、新規に実施する地質調査のコスト縮減や工期短縮

に貢献している。 

平成１８年度末からは、都民向けに公共工事に伴う地質柱状図をインターネット上で公開してきた。

平成２６年５月には、都市整備局の「建物における液状化ポータルサイト」と当センターの「東京の

液状化予測図」とを連携し、相互リンクや住所検索が可能なシステムに機能向上した。また、令和４

年３月２９日から二次利用可能なデータ（オープンデータ）を提供するため、ホームページ「東京の

地盤」からボーリング柱状図や土質試験結果（ＸＭＬ形式）をダウンロードできるように変更した。 

現在までに収集し、公開している地質（ボーリング）データは約２.７万本であり、引き続きデータ

を収集・充実し、都民サービスの向上を図っていく。 

 

 

 

 

東京の地盤（ＧＩＳ版） 



（２）地盤沈下・地下水位データの蓄積と提供 

地盤沈下の主因である地下水位の変動状況と、地下のどの部分が収縮しているかを明らかにする

ために、都内 42 箇所に観測井を設置している。観測結果は、「水準基標測量成果」と合わせて東京

都における各種地盤沈下対策の基礎資料になるとともに、地下構造物設置の際や学術的にも貴重な

資料として各方面に広く利用されている。また、「地盤沈下調査報告書」として公表するとともに、

ホームページで公開している。 

地下水位の観測については、テ

レメータシステムによる自動観

測を行っている。 

また、平成２３年度からは観測

補助局として、河川部所管事業と

の連携を図り、大深度地下構造物

の施工に伴い設置した地下水観

測井等を活用し、事業への技術支

援を行うとともに地下水位デー

タの補完を進めている。 

 

（３）東京都公共基準点（１級）の整備・維持管理と提供  

 公共測量の基本データとして都市基盤整備の円滑化を図るため、昭和６０年より「東京都公共基

準点」（１級基準点：島しょ部を除く都内全域、標準点間距離 約１．５km）の整備・維持管理を行

っている。 

令和３年度末で５７５地点を管理している。 

 平成２５年度には、平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動に対

応し、東京都公共基準点を改測・改算し公表した。 

 

令和元年末の地下水位等高線図 

 



（４）水準測量成果と地盤変動状況の観測成果を提供 

 都内全域に設置してある水準基標（山地、丘陵地及び

島しょを除く）については、１級水準測量（約６００km、

約５３０点：国家水準点を含む）を毎年継続的に実施し、

地盤の変動状況並びに地盤高の現況を明らかにしてい

る。この水準測量の成果は、冊子及びホームページで公

開し、地盤沈下対策の基礎資料、各種建設工事の際の高

さの基準データとして、民間を含めて広く利用されてい

る。 

東部低地帯における河川堤防・河川施設については、

毎年、堤防護岸高測量を実施し、変動量を調査のうえ関

係機関へ提供している。 

 

 

 

 

（５）流量・水位・降水量等のデータの蓄積と提供 

 中小河川の洪水対策や良好な河川環境創出をすすめる

ためには、各河川の水理的な特性や降雨流出特性の把握が

必要である。当センターでは中小河川において洪水時等に

流量観測調査を実施すると共に、河川水位や降水量等のデ

ータ収集・蓄積を行っている。蓄積したデータは、局内に

おける中小河川の検討に活用される他、他局や国・市区町村

及び研究機関等にも提供している。 

 

 

（６） 強震観測 

東京都では、昭和５０年度から「東京都震災予防条例」（現：震災対策条例）に基づき、各種土木

構造物・建築物と地盤に強震計を設置し観測を実施している。当センターは、昭和５３年度から建設

局管理の橋梁、水門、堤防など 19 箇所の強震計を一括して保守点検し、観測業務を実施している。

震度４以上の地震が発生し、必要が認められる場合にはデータ回収を行い、道路管理部、河川部、総

務部に強震速報として報告している。また、当センターホームページにも最大加速度の一覧を掲載し、

耐震対策等に活用されている。 

 

（７）新技術の活用 

コスト縮減、安全安心の確保、リサイクル材の活用など建設行政の効率的効果的な推進を図るため、

民間で開発された優れた新材料や新工法などの新技術の活用を図ることが重要である。このため新技

術評価選定会議を運営し、局事業に有用な新技術に関する技術情報の選定を行っている。選定した新

技術は「新技術情報データベース」として、局職員だけでなく区市町村や民間の事業でも活用できる

よう、ホームページで公開している。 

 

低地部の地盤高の概況 

河川流量観測 



 

（８）「東京の液状化予測図」の提供 

 地盤の液状化現象は、ゆるい砂層が分布した地下水位の浅いところで発生する可能性が高いことか

ら、一般的には沖積低地や旧河道、湿地、河川敷などで発生しやすいことが知られている。 

東京都では、東部低地を中心とした液状化調査や、地盤情報のボーリング柱状図等など既存データ

ベースを活用し、関東大地震（大正１２年９月１日）規模の地震が発生したときの液状化の発生しや

すさを都内全域について地図化した「東京の液状化予測図」を作成し、平成１７年度からインターネ

ット上で公開している。 

平成２３年３月１１日の東北地方太平洋沖地震に際しては、都内でも昭和３０年代以降の埋立地を

中心に液状化が発生し、木造の戸建住宅に傾斜するなどの被害が発生した。このため、港湾地域も含

めて予測図を見直し、「東京の液状化予測図（平成２４年度改訂版）」として、各区市や都民情報ルー

ムに配布するとともに、インターネット上でも公開した。 

 令和４年３月には、公共事業のボーリングデータ（約２万本）と民間のボーリングデータ（約７．

６万本）を活用した「東京の液状化予測図（令和３年度改訂版）」を９年ぶりに更新した。 

また、この更新に合わせ二次利用可能なデータ（オープンデータ）を提供するため、ホームページ

「東京の液状化予測図」から予測に用いた地盤情報や液状化履歴等に関する情報（Ｓｈａｐｅ形式）           

をダウンロードできるように変更した。 

 

○ 液状化予測図の作成・公開等の経緯 

①東京低地の液状化予測図（昭和６２年） 

②東京港埋立地盤の液状化予測図（平成２年度） 

③武蔵野台地・多摩丘陵での液状化の検討（平成８年度） 

④上記３つの予測図を「東京の液状化予測」に統合（平成９年度） 

⑤「東京の液状化予測」のインターネットでの公開（平成１７年度） 

⑥「東京の液状化予測図」の見直し（平成２３年度～平成２４年度） 

⑦「東京の液状化予測図（平成２４年度改訂版）」をインターネットで公開 

⑧「東京の液状化予測図（令和３年度改訂版）」をインターネットで公開 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京の液状化予測図（令和３年度改訂版） 

液状化予測手法 



 
 

４ 土木技術情報ライブラリー 

土木技術支援・人材育成センターでは、技術の継承とこれまで各部所で蓄積されてきた各種

技術資料を効率的に活用し、事業執行に役立てることを目的として、建設局ナレッジマネジメ

ント内に土木技術情報ライブラリーを運営している。 

建設局職員は、技術情報が集約化された土木技術情報ライブラリーから、パソコンで、より

簡単に迅速かつ確実に必要な技術情報を入手し、業務の執行に活用することが可能となってお

り、活用しやすいように体系的・時系列的に整理・分類のうえ掲載している。 

また、土木技術情報ライブラリーでは、局内で保管・保存してある貴重な設計原図など土木

史料や昭和の初め頃の道路、橋梁、公園、河川の写真などを収集し、これらの情報を活用して、

当センターの一般公開（年２回）、「橋と土木展」、「くらしと測量・地図展」などの機会を利用

し都民等へ公開を行っている。 

 

土木技術支援・人材育成センター

江東治水関係

契約関係

境界確定・測量環境

用地関係

要綱、要領、通知等

要綱、要領、通知等

報告書、計画書等

パンフレット・冊子

パンフレット・冊子

街    路   樹

要綱、要領、通知等

報告書、計画書等

パンフレット・冊子

新交通関係

要綱、要領、通知等

報告書、計画書等

報告書、計画書等

パンフレット・冊子

要綱、要領、通知等

報告書、計画書等

建設局ナレッジマネジメント 土木技術情報ライブラリー

センターニュースレター

パンフレット・冊子等

パンフレット・冊子

技術情報

調査報告書等

新技術の紹介

土木技術支援・人材育成センター年報

建設局技術業務体験発表会

災害・事故関連

図　　書　　室

発表会等の講演集

歴史的な資料

東京都各局の技術資料

　土木技術情報ライブラリーの体系図

共　　　　　通

公　園　緑　地

河　　　　　川

道　路　建　設

道　路　管　理 要綱、要領、通知等

 



 
 

（１）土木技術情報ライブラリーからパソコンで入手できる技術資料 

①設計、工事及び維持管理等の日常業務に必要な「要綱、要領、通知等」 

 

 「街灯・標識等の点検要領（平成２５年）」  

②都民等へ過去の事業や施設の設置経緯を説明するための「パンフレット・冊子」 

「神田川・環状七号線地下調節池」 

③土木技術センターで調査・蓄積している業務執行の基礎資料となる「地盤情報、液状化予測図、地盤沈下

調査、公共基準点、等の技術情報、新技術情報、専門図書リストと貸出」 

「東京都内の地盤情報が一目で見られます」 



 
 

④歴史的な資料 

〔道路・橋梁の写真〕 

 

 

 

 

 

   墨堤通り（昭和１２年）         関戸橋 桁鉄筋模型（昭和１２年） 

〔河川の写真〕 

 

 

 

 

 

  渋谷川 工事中 外苑橋下流（昭和７年）    渋谷川 氷川橋上流（昭和１５年） 

〔公園の写真〕 

 

 

 

 

 

御岳景園地 富士峰 野遊場（昭和１４年）  江戸川風致地区水元公園ほか（昭和８年） 

〔工事中 工事後 明治通り 環五の１〕 

 

 

 

 

工事中 迂回道路附近地 （昭和７年） 鬼子母神裏より南方迂回道路を望む（昭和８年） 




